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^ 工事場所 千葉県市原市磯ヶ谷11`１
_ 敷地面積 148¶709fl

` 工事内容
ア 棟名 庁舎 建物用途 庁舎 構造・階
数 ＲＣ造２階 建築面積 1¶197fl 延
べ面積 1¶874fl

イ 棟名 処遇管理棟 建物用途 庁舎 構
造・階数 ＲＣ造２階 建築面積
1¶244fl 延べ面積 1¶931fl

ウ 棟名 宿泊面会棟 建物用途 庁舎 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 60fl

延べ面積 56fl

エ 棟名 職員食堂棟 建物用途 庁舎 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 451fl

延べ面積 363fl

オ 棟名 医務・病室棟 建物用途 庁舎・
収容棟 構造・階数 ＲＣ造１階 建築面
積 616fl 延べ面積 551fl

カ 棟名 炊場・食堂棟 建物用途 調理場
構造・階数 ＲＣ造１階 建築面積

1¶647fl 延べ面積 1¶481fl

キ 棟名 エネルギー棟 建物用途 機械室
構造・階数 ＲＣ造１階 建築面積

545fl 延べ面積 487fl

ク 棟名 営繕・洗濯工場棟 建物用途 職
業訓練棟 構造・階数 Ｓ造２階 建築面
積 761fl 延べ面積 1¶432fl

ケ 棟名 講堂・教室棟 建物用途 体育
館・教室 構造・階数 ＲＣ造２階 建築
面積 912fl 延べ面積 1¶355fl

コ 棟名 浴室棟 建物用途 浴室 構造・
階数 ＲＣ造１階 建築面積 480fl 延
べ面積 480fl

サ 棟名 保護室棟 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 69fl

延べ面積 69fl

シ 棟名 閉鎖寮 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造２階 建築面積 855fl

延べ面積 1¶430fl

ス 棟名 準開放寮 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造２階 建築面積 937fl

延べ面積 1¶824fl

セ 棟名 職業訓練棟Ａ 建物用途 職業訓
練棟 構造・階数 Ｓ造２階 建築面積
1¶722fl 延べ面積 3¶122fl

ソ 棟名 職業訓練棟Ｂ 建物用途 職業訓
練棟 構造・階数 Ｓ造２階 建築面積
900fl 延べ面積 1¶801fl

タ 棟名 職業訓練棟Ｃ 建物用途 職業訓
練棟 構造・階数 Ｓ造２階 建築面積
683fl 延べ面積 1¶021fl

チ 棟名 門衛所\ 建物用途 庁舎 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 10fl

延べ面積 10fl

ツ 棟名 門衛所] 建物用途 庁舎 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 10fl

延べ面積 10fl

テ 棟名 運動用具庫 建物用途 倉庫 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 54fl

延べ面積 54fl

ト 棟名 渡り廊下\ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積

565fl 延べ面積 565fl

ナ 棟名 渡り廊下] 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 81fl

延べ面積 81fl

ニ 棟名 渡り廊下^ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積

274fl 延べ面積 274fl

ヌ 棟名 渡り廊下_ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積

408fl 延べ面積 408fl

ネ 棟名 開放・釈放前教育寮 建物用途
収容棟 構造・階数 ＲＣ造２階 建築面
積 1¶219fl 延べ面積 3¶099fl

ノ 棟名 鍛錬場・待機所 建物用途 体育
館 構造・階数 ＲＣ造２階 建築面積
956fl 延べ面積 1¶060fl

ハ 棟名 製品展示棟 建物用途 庁舎 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 264fl

延べ面積 225fl

ヒ 棟名 車庫棟 建物用途 車庫 構造・
階数 ＲＣ造１階 建築面積 137fl 延
べ面積 137fl

フ 棟名 職員宿舎 建物用途 職員宿舎
構造・階数 ＲＣ造４階 建築面積
909fl 延べ面積 3¶002fl

ヘ 棟名 プロパン庫 建物用途 倉庫 構
造・階数 ＣＢ造１階 建築面積 11fl

延べ面積 11fl

ホ 工事種目 空気調和設備一式、衛生設備
一式
マ 工事範囲 上記工事（入札説明書によ
る。）

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、予決令第70条における特別の理由
がある場合に該当する。

] 本件工事の業種区分において、法務省の平
成21・22年度における建設工事の一般競争参
加者の資格の認定を受けていること（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者につい
ては、手続開始の決定後、法務省が別に定め
る手続に基づく一般競争参加資格の再認定を
受けていること。）。

^ 法務省の平成21・22年度における建設工事
の一般競争参加資格の認定の際に算出して得
た総合数値が、1¶100点以上であること。

_ 平成８年度以降に、管工事の元請として完
成引渡しが完了した次に掲げるア又はイの基
準をすべて満たす本件工事と同種又は類似の

新営工事（以下「同種又は類似工事」という。）
のうち、基礎工事から完成までの施工実績を
有すること（共同企業体の構成員としての実
績は、出資比率が20パーセント以上の場合の
ものに限る。）。
なお、施工実績は、原則として、建物１棟
で判断する（ただし、法務省収容施設におい
て、一契約で複数棟を一括して施工した場合
には、その延べ面積、構造及び階数を施工実
績として認める。）ので留意すること。
また、複合的な用途を持つ建物については、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共用
部分に係る延べ面積がその過半を占めている
場合には建物全体を施工実績として認める。
他方、その過半を占めていない場合には、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共用
部分に係る延べ面積のみを施工実績として認
める（「これに付随する共用部分」とは、当該
用途に直接的かつ専用で付随している部分を
指し、他の用途に供する部分とも共用となっ
ている部分は含まれない。）。
ア 同種工事
Ê 建物用途 庁舎（法務省収容施設を含
む。）

Ë 構造・階数 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲＣ
造地上２階建以上

Ì 建物規模 延べ面積2¶000fl以上
Í 工事種目 管工事（衛生設備又は空気
調和設備を含む。）

イ 類似工事
Ê 建物用途 事務所又は庁舎若しくは事
務所の類似施設

Ë 構造・階数 Ｓ造、ＲＣ造又はＳＲＣ
造地上２階建以上

Ì 建物規模 延べ面積2¶000fl以上
Í 工事種目 管工事（衛生設備又は空気
調和設備を含む。）

` 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（監理技術者にあっては、監理技術
者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
る者）を入札日の翌日から14日以内に本件工
事に専任で配置することができること。
ア 一級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。

a 工期 平成24年３月23日まで
b 使用する主要な資機材 ボイラー（3¶130

kW）３基、温水発生機（150kW）２基、空
気調和機20台、パッケージ形空気調和機40台、
オイルタンク３基、貯湯タンク３基、還水タ
ンク１基、浄化槽一式350‚／日（現場施工
型）

c この工事は、建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律（平成12年法律第104号）
に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工事
である。

d この工事は、資料提出及び入札を電子入札
システムを利用した入札方式（以下「電子入
札方式」という。）により行う工事である。
ただし、電子入札方式により難い者は、発
注者に対して従来の紙の入札書を提出する入
札方式（以下「紙入札方式」という。）の申請
を行い、承認を得た場合に限り紙入札方式に
より入札に参加できる。
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